
島根県森林審議会次第
（平成２８年度第１回）

日時 平成２８年１０月１９日（水）９：２０～１６：１０

場所 松江バイオマス発電 外

１．開 会

２．農林水産部次長あいさつ

３．会長あいさつ

４．新任委員紹介

５．日程説明

６．現地調査の趣旨説明

（１）新たな農林水産業・農山漁村活性化計画第３期戦略プランについて・・・・・・・・ 資料１

（２）木質バイオマスの利用について ・・・・・・・・ 資料２

（３）苗木生産について ・・・・・・・・ 資料３

（４）林業就業者について ・・・・・・・・ 資料４

７．現地調査

（１）松江バイオマス発電（株） 松江バイオマス発電所

（松江市大井町）

（２）野呂樹苗生産組合 苗圃

（松江市東出雲町）

（３）松江森林組合・須佐チップ工業(有) 松江木材流通センター
（松江市馬潟町）

（４）(公社)島根県林業公社 島根県林業労働力確保支援センター

（松江市黒田町）

８．閉会あいさつ

９．閉会



■森林審議会委員（分野別、敬称省略） （平成２８年１０月１９日）
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日時：平成２８年１０月１９日（水）９：２０～１６：１０

時　間 調査場所等 内　容 備　考

  9:20 県庁中庭

＜移動＞

　9:35 ＪＲ松江駅 特急スーパーまつかぜ6号 9:22着

＜移動＞

 10:00～10:30 松江バイオマス発電（会議室） 現地調査の趣旨説明 松江市大井町

 10:30～11:30 松江バイオマス発電 木質バイオマス活用事例

＜移動＞

 12:00～12:40 昼食（ホテル宍道湖） 松江市西嫁島

＜移動＞

 13:00～13:30 野呂樹苗生産組合（苗圃） 苗木生産 松江市東出雲町

＜移動＞

 13:50～14:30 松江木材流通センター 原木集積、発電用木材チップ製造 松江市馬潟町

＜移動＞

 15:00～15:40 林業労働力確保支援センター 林業担い手対策 松江市黒田町（島根県土地改良会館）

＜移動＞

 15:50 県庁中庭

＜移動＞

 16:10 ＪＲ松江駅 特急スーパーまつかぜ7号 16:37発

（注１）移動には、マイクロバスを使用します。

（注２）昼食は、希望により事務局でまとめて予約いたします。支払いは、当日各自でお願いいたします。

平成２８年度　第１回森林審議会　現地調査行程表



平成２８年度第１回森林審議会　現地調査位置図

野呂樹苗生産組合

松江木材流通センター

松江バイオマス発電

林業労働力確保支援センター



飯石森林組合　代表理事組合長

島根県森林組合連合会　理事　

仁多郡森林組合　参事

森林組合女性ネットワークの会　会長

一級建築士

建築設計事務所 飴屋工房

(一社)島根県住まいづく り協会　会長

今井産業(株)　代表取締役

一級建築士／インテリアプランナー

田中まさこ建築設計室　代表

林研グループフレッシュミセス

益田市匹見上地区振興センター

樹冠ネットワーク　代表

森林技術サポーター

松　原　高　廣

今　井　久　師

田　中　昌　子

浦　田　明　彦

塩　見　英梨佳

広　江　慎　一

伊　藤　勝　久

立　石　　　幸

吉　川　由希子林業・ 木材産業

住宅・ 建築

公募

環境・ 森林活動

田　代　祐　子

樋　口　千代子

浦田木材(株)　代表取締役

大学 島根大学生物資源科学部　教授

林業団体 (一社)島根県森林協会　専務理事

市町村 飯南町長山　碕　英　樹

分野 氏名

  島根県森林審議会委員名簿

任期： 平成２７年８月１日～平成２９年７月３１日

所属等



１ 農林水産業・農山漁村の活性化に向けて

（１）新たな農林水産業・農山漁村活性化計画 第３期戦略プランの
策定（計画期間Ｈ２８～３１年度の４年間）

（２） 目指すべき将来像と施策展開の基本方向

島根の農林水産業・農山漁村が目指すべき将来像

産業として自立する
農林水産業

暮らしと結びついた
農林水産業

活力ある元気な
農山漁村

基本目標

持続的に発展する島根の農林水産業・農山漁村の実現
－創意工夫を多様な主体の参画・協働による展開－

各分野別戦略プランによる実践

森林・林業戦略プラン では

木を「伐って、使って、植えて、育てる」循環型林業の実現のため

・需要に応える原木増産プロジェクト
・木材製品の品質向上・出荷拡大プロジェクト
・低コスト再造林推進プロジェクト 他
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循環型林業の確立（森林・林業戦略プラン）

■ 循環型林業の確立
循環型林業とは、「木を伐って、使って、植えて、育てる」という林業サイクルが、永続的に繰り返されること
で、健全な森林経営と活力ある林業・木材産業の確立が図られ、環境保全と両立する持続可能な地域の発
展の実現を目指すものである。

指 標 名 基準年（H26）→Ｈ３１

１ 林業生産
①原木生産量 ４１万ｍ3 → ６４万ｍ3

②県産原木自給率 ３３％ → ４４％

２ 森林整備 苗木生産量 ８１万本 → １７０万本

３ 地域資源活用 きのこ生産量 ２，５８７ｔ → ３，５００ｔ

４ 担い手の育成・確保

①林業就業者数 ８５６人 → １，０００人

②新規林業就業者
数

８１人/年 → ３５０人
（H27～H31累計）

５ 農山村対策

①山地災害危険地
区新規整備着工数

５，２２６箇所→ ５，３３１箇所

②県民協働の森づく
り参加者数

６０，２９９人→  ６２，４００人

（３） 主な指標の将来見通し

森
林
・
林
業
戦
略
プ
ラ
ン
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1 目的と取組

目 的

県内の森林資源が本格的な利用期を迎える中、間伐から主伐を主体とした木材生産への転換を図ったことか
ら、原木生産量は大幅に増加し、県産原木自給率も向上した。
しかし、製材工場は良質な原木、合板工場は大量の原木、木質バイオマス発電所は大量の林地残材を長期にわ
たり安定的に供給されることを求めており、依然、需要が供給を大きく上回っている状況である。
この需給ギャップを解消し、製材工場等の求めに応えていくためには、技術力の高い労働力の増員及び高性能
林業機械導入・作業道整備等により、生産能力の向上を図るとともに、森林経営計画の作成による効率的・計画
的な主伐等の促進や、林業公社経営林などのまとまった森林を中心とした主伐等により、長期にわたり安定的に
原木を供給できる体制を整える。
これら木材供給体制の強化を図る取り組みを通じて、森林所有者への利益還元を図り、更なる原木増産を進め
る。

取 組

○県産木材供給体制の強化による更なる原木増産
・森林経営計画作成により、計画的な主伐・再造林を促進する。
・低コストな伐採・造林作業のための事業体連携を促進する。
・高性能林業機械導入・作業道整備等による生産基盤を強化する。
・用途別の原木供給に適した原木流通・販売の仕組をつくる。（市場機能の多様化、大口取引への対応、建築
用材の安定供給）
・林業公社経営林の主伐による良質な原木供給を推進する。
○県内全域からの長期・安定的な木質バイオマス集荷・供給システム構築
・中間土場の整備により県内全域から林地残材を集荷するポイント配置を促進する。
・林地残材を円滑に集荷するための事業体連携を強化する。
・山土場・作業道整備により林地残材の集荷力を強化する。
○原木増産・再造林に必要な技術力の高い林業就業者の増員
・原木増産・再造林に必要な新規就業者を確保するため、U・Iターン・新規学卒者等に対する就業を支援す
る。
・農林大学校の高度な技術教育により、優秀な人材を育成する。
・機械オペレーターや架線技術者等を養成し、現場技術の向上を図る。
・経営指導等により林業事業体の事業規模の拡大と雇用環境の改善を図る。

関係・ 連携するプロジェクト

○木材製品の品質向上・出荷拡大プロジェクト（県）、低コスト再造林推進プロジェクト（県）
○原木増産に関わる地域プロジェクト（7圏域）

5つの柱の区分［ 　 県民の安心と誇り 商品づく り 担い手づく り 農山漁村づく り 環境保全と多面的機能　 ］

林県-1 需要に応える原木増産プロジェクト

県共通プロジェクト46 - 3 -- 3 -
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2 取組項目と具体的行動計画

取組項目 具体的行動 主な実施主体 実施期間

県産木材供給体制の強化による
更なる原木増産

森林経営計画の作成支援 森林整備課 H28～31

森林組合と木材生産業者の連携促進
林業課・
森林整備課

H28～31

高性能林業機械・作業道等の整備支援
林業課・
森林整備課

H28～31

高度な機能を持った原木流通・販売の
仕組みづくり支援

林業課 H28～31

林業公社経営林の主伐促進
林業課・
森林整備課

H28～31

県内全域から長期・安定的に木
質バイオマス（林地残材）を集
荷・供給するシステム構築

集荷ポイントの設置支援 林業課 H28～31

円滑に集荷するための事業体連携促進
林業課・
森林整備課

H28～31

山土場・作業道整備による集荷強化 林業課 H28～31

原木増産・再造林に必要な技術
力の高い林業就業者の増員

新規就業者を確保するための就業支援 林業課 H28～31

農林大学校における人材育成
林業課・
農林大学校

H28～31

機械オペレーター・架線技術者等の養
成

林業課・
農林大学校

H28～31

経営指導等による林業事業体の事業規
模の拡大と雇用環境の改善

林業課 H28～31

3 成果指標（ 数値目標）

項 目 現況（H26）　　　　　目標（H31）

原木生産量　　　　　　　　　　　　　【総合戦略】 41万㎥　　　→　　　64万㎥

島根県産原木の自給率※　　　　　　　【総合戦略】 33%　　　　→　　　　44%

林業就業者数　　　　　　　　　　　　【総合戦略】 856人 　　　→　　　1,000人

新規林業就業者数　　　　　　　　　　【総合戦略】
81人／年　　→　　　350人

　　　　　　　　　　　（H27～31累計）

※島根県原木の自給率には、本県と隣接し、県内事業者と原木取引協定を結んでいる境港の合板工場分を含む。

4 推進体制
○連携・協力機関：4流域林業活性化センター、島根県森林組合連合会、（一社）島根県木材協会、島根県素材

流通協同組合、（公社）島根県林業公社、島根県合板協同組合、森林総合研究所松江水源林
整備事務所、島根森林管理署、（公財）島根県みどりの担い手育成基金、林業・木材製造業
労働災害防止協会島根県支部ほか

県共通プロジェクト 47- 4 -- 4 -
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1 目的と取組

目 的

製材・合板・チップの製造業は、かつてない規模とスピードで高品質・高付加価値加工施設の整備を加速させ
てきた。
また、県内の製材工場等で組織する事業体連合を中心に、県産木材製品の県外出荷は順調な伸びを見せてい
る。
林業・木材産業を成長化させるためには、更なる木材製品の高品質・高付加価値化と海外を含む県外への製品
出荷の拡大などが必要である。
そのためには、新たに整備した施設と技術力を活かした質の高い木材製品の製造や製材工場のグループ化によ
る共同出荷など県外等での競争力向上に取り組むほか、住宅等の民間施設・公共建築物等の県内需要に対して、
木材製品を安定的に供給する取り組みを進める。
さらに、長期・安定的な燃料用チップ供給体制の構築を図る。

取 組

○新たに整備された施設と技術力を活かした質の高い製品の製造
・高品質・高付加価値加工、乾燥、JASなどに対応した人材の確保・育成を図る。
・高品質・高付加価値な製品製造のための加工施設整備を促進する。
・県外・海外市場でも評価される新製品開発を支援する。
○木材製品の県外・海外への出荷拡大
・分業、連携など製材工場のグループ化による県産木材製品の供給体制を強化する。
・大阪等での積極的な営業活動を展開し、大口取引先や高品質・高付加価値で多様な取引先の開拓を促進す
る。
・韓国等への販売促進活動による県産木材製品輸出へのチャレンジを支援する。
○県内需要に向けた県産木材製品の安定供給
・木材の利用促進に関する基本方針に基づく、県および市町村における県産木材の率先利用を推進する。
・製材工場と設計者・工務店等の連携強化による民間施設で県産木材製品が使われる環境整備を図る。
・県内での製品流通の円滑化による県産木材製品の供給力の向上を図る。
○長期・安定的な燃料チップ供給体制の構築
・発電用燃料チップを長期・安定的に取引するための需給当事者間の連携を強化する。

関係・ 連携するプロジェクト

○需要に応える原木増産プロジェクト（県）、低コスト再造林推進プロジェクト（県）
○木材製品に関わる地域プロジェクト（7圏域）

5つの柱の区分［ 　 県民の安心と誇り 商品づく り 担い手づく り 農山漁村づく り 環境保全と多面的機能　 ］

林県-2 木材製品の品質向上・ 出荷拡大プロジェクト

県共通プロジェクト48 - 5 -- 5 -
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2 取組項目と具体的行動計画

取組項目 具体的行動 主な実施主体 実施期間

新たに整備された施設と技術力
を活かした質の高い製品の製造

品質向上に対応する人材の確保・
育成

林業課 H28～31

加工施設整備支援 林業課 H28～31

新製品開発支援 林業課・中山間C H28～31

木材製品の県外・海外への出荷
拡大

製材工場のグループ化促進 林業課 H28～31

大阪等への販路拡大促進 林業課・大阪事務所 H28～31

輸出へのチャレンジ促進 林業課 H28～31

県内需要に向けた県産木材製品
の安定供給

公共建築での県産木材利用推進 林業課 H28～31

製材工場と設計者・工務店等の連
携促進

林業課 H28～31

県内での製品流通の円滑化 林業課 H28～31

長期・安定的な燃料チップ供給
体制の構築

燃料チップ需給双方の連携促進 林業課 H28～31

3 成果指標（ 数値目標）

項 目 現況（H26）　　　　目標（H31）

高品質・高付加価値製品の出荷量 　　　【総合戦略】 20,000㎥　　→　　28,000㎥

【再掲】島根県産原木の自給率　　　　　【総合戦略】 33%　　　　→　　　　44%

4 推進体制
○連携・協力機関：4流域林業活性化センター、（一社）島根県木材協会、島根県素材流通協同組合、島根県木

材製品県外出荷しまね事業体連合ほか

県共通プロジェクト 49- 6 -- 6 -
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1 目的と取組

目 的

県内の森林資源が本格的な利用期を迎えるなか、間伐から主伐への転換を図った結果、原木生産量は大幅に増
加しており、再造林の必要な森林の増加が見込まれている。
一方、原木価格は低迷しているのに対し、再造林に要する経費は増加していることから、森林所有者の再造林
に対する意欲が減退し、伐採跡地が再造林されずにそのまま放置されることも懸念される。
このため、森林経営計画に基づき、計画的な主伐・再造林を実施するとともに、再造林の低コスト化を図り、
森林所有者の負担を軽減することが必要である。
低コスト再造林にあたっては、コンテナ苗や低密度植栽の導入、伐採と植栽を同時期に行う一貫作業システム
の導入を積極的に推進するとともに、再造林に必要な優良苗木の安定供給を図るため、増産に向けた体制を整備
する。

取 組

○低コスト再造林の推進
・森林経営計画作成により、計画的な主伐・再造林を推進する。
・低コストな伐採・造林作業のための事業体連携を推進する。
・コンテナ苗、低密度植栽の普及を図る。
・伐採と植栽を同時期に行う「一貫作業システム」の普及を図る。
・適地適木による公社造林地等での的確な更新を推進する。
○優良苗木の増産
・新規生産者の確保、育成を図る。
・苗木生産技術の向上を図る。
・苗木生産施設の整備を促進する。
○品種選定
・関西育種場との連携により、島根県に適した品種（精英樹等）を選定する。
・選定した品種による母樹林整備を促進する。
○原木増産・再造林に必要な林業就業者の増員
・原木増産・再造林に必要な新規就業者を確保するためU・Iターン、新規学卒者等に対する就業支援を行う。
・農林大学校の高度な技術教育により、優秀な人材を育成する。
・経営指導等により、林業事業体の事業規模の拡大及び雇用環境の改善を図る。

関係・ 連携するプロジェクト

○木材製品の品質向上・出荷拡大プロジェクト（県）、需要に応える原木増産プロジェクト（県）
○低コスト再造林の推進に関わるプロジェクト（7圏域）

5つの柱の区分［ 　 県民の安心と誇り 商品づく り 担い手づく り 農山漁村づく り 環境保全と多面的機能　 ］

林県-3 低コスト 再造林推進プロジェクト

県共通プロジェクト50 - 7 -- 7 -
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2 取組項目と具体的行動計画

取組項目 具体的行動 主な実施主体 実施期間

低コスト再造林の推進

森林経営計画の作成支援 森林整備課 H28～31

森林組合と木材生産業者の連携促進 森林整備課・林業課 H28～31

コンテナ苗、低密度植栽、一貫作業
システムの普及

森林整備課・林業課 H28～31

適地適木による公社造林地等の的確
な更新

森林整備課 H28～31

優良苗木の増産

新規生産者の確保、苗木生産技術の
向上支援

林業課・森林整備課
中山間C

H28～31

苗木生産施設の整備支援 森林整備課 H28～31

品種選定
島根県に適した品種の選定、母樹林
整備

森林整備課・緑化C H28～31

原木増産・再造林に必要な技
術力の高い林業就業者の増員

新規就業者を確保するための就業支
援

林業課 H28～31

農林大学校における人材育成 林業課・農林大学校 H28～31

経営指導等による林業事業体の事業
規模の拡大と雇用環境の改善

林業課 H28～31

3 成果指標（ 数値目標）

項 目 現況（H26）　　　　目標（H31）

苗木生産量　　　　　　　　　　　　　【総合戦略】 81万本　　→　　170万本

島根県産苗木の自給率　　　　　　　　　【県共通】 63％　　　→　　　96％

再造林における低コスト化の割合　　　　【県共通】 15％　　　→　　　50％

【再掲】林業就業者数 【総合戦略】 856人　　　→　 1,000人

【再掲】新規林業就業者数 【総合戦略】
81人／年　　→　　 350人

　　　　　　　　　　　（H27～31累計）

4 推進体制
○連携・協力機関：島根県林業種苗協同組合、島根県森林組合連合会、（公社）島根県林業公社、島根森林管理
署、森林総合研究所松江水源林整備事務所、（公財）島根県みどりの担い手育成基金ほか

県共通プロジェクト 51- 8 -- 8 -



木質バイオマスの利用

島根県農林水産部林業課

１．木質バイオマス（ 林地残材） の発生状況

現在、主伐・ 間伐で年間約 40 万㎥の原木生産（ 製材・ 合板・ 製紙チップ向
け） が行われており、伐採後の森林内には約20万トンの林地残材が発生
今後、主伐が増加しても間伐が減少するため、 10 年後の林地残材の発生量
を 22万トン程度と予測

２．木質バイオマスの利用状況

（ １） 平成 27 年度に県内２カ所（ 松江市、江津市） の木質バイオマス発電所が稼
働したことにともない、１年間に発生する林地残材の約８割（ 15.5万トン） を
利用する状況

利 用 先 木質バイオマス発電所 三隅火電混焼 温浴施設等

燃料使用量 12万トン 3万トン 0.5万トン

（ ２） ２カ所の木質バイオマス発電所では、林地残材以外の製材端材や輸入ヤシ殻

なども使用する計画

原料の由来 林地残材 製材端材 輸入ヤシ殻 計

燃料使用量 12万トン 5万トン 3万トン 20万トン

（ ３） 現在、林地残材をストックする中間土場などを整備し、供給体制を強化中

【 参考】 木質バイオマス県内全域集荷体制支援事業（ Ｈ 27～Ｈ 29）
林地残材の集荷・ 乾燥に必要な中間土場、山土場、作業道の整備費を支援

３．今後の木質バイオマス利用

（ １） 林地残材発生量は、今後 10 年間で微増と予測しており、高い利用率を維持
して、需要先へ長期にわたり安定的に供給できる体制を強化

（ ２） 大規模な木質バイオマス発電所の新設は困難であるが、供給体制の強化を図

ることで、地域単位での木質バイオマス利用拡大への対応は可能

- 1 -



★新たな農林水産業・ 農山漁村活性化計画（ 第３期戦略プランH28～）
○苗木生産量 810千本(H26) → 1,700千本(H31)
○島根県産苗木の自給率 63% (H26) → 96% (H31)

（ 千本）

0

500

1,000

1,500

2,000

苗木需要量と生産量の計画

H26（ 実績） H27（ 実績） H28 H29 H30 H31

1,295 1,165 1,379 1,530 1,655 1,771

裸苗 1,274 1,090 1,290 1,352 1,416 1,475

コンテナ苗 22 76 90 178 239 296

812 1,062 1,200 1,377 1,539 1,700

裸苗 810 1,036 1,122 1,217 1,317 1,416

コンテナ苗 2 26 78 160 222 284

63% 91% 87% 90% 93% 96%

需要目標量

生産目標量

自給率

需要量 裸苗 コンテナ苗

生産量 裸苗 コンテナ苗

100%

50%

0%

自給率

※平成34年度に自給率100% を目指す

（ １） 種子・ 穂の供給体制整備（ 平成28年度苗木安定供給推進事業）

県立緑化センターに花粉症対策品種（ 少花粉スギ） 等の採種園を造成・ 植栽

花粉症対策品種（ 少花粉スギ） 等の苗木の生産を目的とした採種園を整備する。
【 予算額】 ４，８６０千円
【 整備面積】 １. ６０ha
【 事業主体】 島 根 県

※平成３３年より少花粉スギ苗木配布予定（ ３８万本／年）

（ ２） 苗木の生産体制整備

○優良苗木生産と得苗率の向上を図るため、林業普及指導等による巡回指導等を強化

○平成25年度以降、床替機や給排水施設等の苗木生産施設の導入を支援

苗木安定供給推進事業【 国庫補助】 H25～H27 新農林水産振興がんばる地域応援総合事業【 県単補助】 H28～

■苗木生産者へ苗畑用機械、コンテナ苗生産施設の導入費補助

【 導入実績】 ※各年度で事業体の重複有り（ 全体で６事業体）
○平成２５年度 ４事業体（ 事業費： １７百万円）
○平成２６年度 ４事業体（ 事業費： １８百万円）
○平成２７年度 １事業体（ 事業費： １百万円）

■苗木生産者へ苗畑用機械、コンテナ苗生産施設の導入費補助
（ 平成32年には現状より約23万本増産計画）
【 導入実績（ 計画） 】
○平成２８年度 ８事業体（ 事業費： １２百万円）

（ 床替え機） （ 根切り機） （ コンテナ苗抜取機）（ 自動散水施設） （ コンテナ苗ラッピング機） （ コンテナ苗収納台）



○苗木生産量は、近年80万本程度で推移していたが、H27は106万本

と増加基調を示す

（千本）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

クヌギ

マツ

ヒノキ

スギ

需要量

苗木需要と生産実績

H15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

1,494 1,476 1,273 1,162 1,032 1,063 1,700 864 1,134 1,328 1,292 1,295 1,166

1,472 1,196 1,010 914 1,075 1,025 1,165 786 902 834 882 812 1,062

内コンテナ苗 - - - - - - - - - - - 2 26

99% 81% 79% 79% 104% 96% 69% 91% 80% 63% 68% 63% 91%

苗木需要量

苗木生産量

自給率

0

10

20

30

40

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

生産者数の推移
コンテナ苗のみ

裸苗+コンテナ苗

裸苗のみ

○苗木生産者は、H26以降増加（ H26:27者 → H28:33者）
○県内では、H26からコンテナ苗生産が開始（ H26:1者 → H28:11者）
○長年に渡る生産規模縮小により小規模・ 零細化
（ １人当りの面積0.15ha（ 全国平均0.72ha） ）

【参考】新規にコンテナ苗生産を開始した事例（ H27～H28）
（ １） 安来市では、いちご生産農家が農業ハウスを活用して生産開始
（ ２） 出雲市では、農事組合法人が農業ハウスを活用して生産開始
（ ３） 海士町では、森林組合が個人へ委託生産開始

（ 者）

（ 単位： 者）H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28.9月

裸苗のみ 40 36 35 31 28 26 30 22

裸苗+コンテナ苗 1 2 8

コンテナ苗のみ 3

計 40 36 35 31 28 27 32 33



島根県農林水産部林業課

１．林業就業者数及び平均年齢の推移（年度別）

※１　認定事業体の改善措置実施状況報告及び木質バイオマス雇用状況聞き取りによる：林業課調べ）

２．新規林業就業者数の推移（年度別）

※１　認定事業体の改善措置実施状況報告及び木質バイオマス雇用状況聞き取りによる：林業課調べ）

島根県における林業就業者の状況

※２　認定事業体とは、「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づく労働環境の改善などの計画を作成し、知事認
　　定を受けた林業事業体（Ｈ２８年４月時点：４２事業体）
※３　平均年齢は推計値
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林業課　森林組合・ 担い手育成グループ

※支援Ｃ： 島根県労働力確保支援センター（ 県林業公社）

林業の担い手確保・ 育成対策の概要【 平成２８年度】

５年目４年目２年目１年目 ３年目２年目１年目

就 業 前 就 業 後

新規就業者育成事業／(公財)島根県みどりの担い手育成基金
〔 実施主体： 基金〕
新規就業者の就労促進のための実践研修の経費助成
：５００千円/人･年（３年間）

林業就業促進資金／国・ 県〔 実施主体： 支援Ｃ〕
就業希望者が円滑に就業するための無利子貸付
研修資金：１５万円以内/人・月、準備資金：１５０万円以内/人
※５～１０年従事で償還免除（島根県独自措置）

高性能林業機械ＯＪ Ｔ研修促進事業／県 〔 実施主体： 支援Ｃ〕 【新規】

研修用機械のレンタル助成により新規就業者の受入と技術者養成を支援
対象者：認定事業体の新規就業者（５年未満）、補助率：１/２、助成期間：４ヶ月/年

緑の青年就業準備給付金事業／国〔 実施主体： 県〕
就業希望者が県の研修機関で研修するための給付金
最大１５０万円/人・年（２年間）
※島根県立農林大学校の場合、１３７．５万円/人・年（２年間）

林業就業支援事業／国（ 厚労省） 〔 実施主体： 支援Ｃ〕
基本的な知識やチェンソー作業等２０日間程度の講習実施

林業就労条件整備事業／(公財)島根県みどりの担い手育成基金〔 実施主体： 基金〕
社会保険料等の事業主負担額助成：１/４以内 ※６０歳未満が対象

人材養成事業／(公財)島根県みどりの担い手育成基金〔 実施主体： 支援Ｃ外〕
木材生産等キャリアアップに必要な資格取得の経費助成（基金）
林業架線技術者の養成講習の実施（支援Ｃ） ※国の「林業就業者リーダー養成研修事業」の補助残助成
高性能林業機械オペレーターの上級者養成研修の実施（支援Ｃ）
林内路網の設計・施工研修の実施（支援Ｃ）

労働安全管理事業／(公財)島根県みどりの担い手育成基金〔 実施主体： 林災防県支部外〕
労働安全研修の実施（林災防）
安全衛生指導員による現場の安全巡回指導（林災防） ※国の「林業労働災害撲滅プロジェクト事業」の補助残助成
安全装備品の購入経費助成（基金）
蜂アレルギー対策の経費助成（基金）
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｢森林の仕事｣就業促進事業／県〔 委託先： 支援Ｃ〕 【新規】
県内高校生等への現場体験会の開催、募集広報の実施

緑の雇用現場技能者育成対策事業／国（ フォレストワーカー研修） 〔 実施主体： 支援Ｃ〕

新規就業者が早期に技術習得するよう各種研修を支援

ＯＪＴ研修助成：９万円/月（１年目：最大８ヶ月、２～３年目：最大９ヶ月）、トライアル雇用：９万円/月（３ヶ月）、集合研修等

※３年間研修の受講可能期間は最大５年

林業担い手魅力向上対策事業／県〔 委託先： 支援Ｃ〕 【新規】 経営改善アドバイザーが就労条件等改善を支援（中小企業診断士・社会保険労務士・コンサルタント等の派遣、研修会の開催）

木質バイオマス県内全域集荷体制支援事業／県〔 委託先： 支援Ｃ〕 就業促進アドバイザーが就業相談等を実施
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